
 

                                          

新たな「くるみん認定企業」が誕生 
―株式会社明和電機を認定!― 

従業員 100 人以下の規模では県内３つ目の企業 
 

次世代育成支援対策推進法に基づき、男女ともに子育てしやすい雇用環境の整備や、子

育てをしていない労働者も含めた多様な労働条件の整備などに取り組む企業として株式会

社明和電機(北杜市)を認定しました。株式会社明和電機は、次世代育成支援対策推進法に

基づく取組の努力義務企業ですが、一般事業主行動計画を策定し、従業員の子育て支援に

積極的に取り組みました。これにより県内企業の認定件数は２０件（１５社）になりまし

た。認定基準には中小企業主に対する特例があります。認定を目指す事業主の方は    

山梨労働局 雇用環境・均等室(TEL:055-225-2851)までご相談ください。 

 

 

 

 

 

  

 

 

株式会社明和電機の取組内容 
１ 行動計画の期間 

平成２７年１０月１日～平成２９年９月３０日（２年間） 
２ 行動計画の内容          

目標１ 小学校就学前の子を持つ社員が、希望する場合に利用できる短時間勤務制度を導
入する。 

目標２ 平成28年1月までに、子の看護休暇制度を1時間単位で取得ができる等、より利 
    用しやすい制度を導入する。 
目標３ 平成28年1月までに、子を持つ社員が希望する場合に、子供の学校行事への参加 

のための休暇制度を導入する。 
目標４ 計画期間内に男性社員の「育児休業」もしくは「子の看護休暇」の取得を1名以

上とする。 
３ 認定基準の主な達成状況 

計画期間において配偶者が出産した男性労働者のうち、育児休業を取得した男性労働 
者は 1 名で、割合は 50％であった。また、法令を上回る内容の育児短時間勤務制度、子
の看護休暇制度を整備し、学校行事参加休暇制度を導入した。 

※認定制度の詳細は、厚生労働省のホームページに掲示（くるみん認定・プラチナくるみん認定について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

くるみん認定企業の認定通知書交付式を行いました。 

愛称「くるみん」 

木幡局長（左） 明和電機小林社長（中央）と人事担当者（右）  

 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/kurumin/


一般事業主行動計画策定・変更届 記入例

この届出を提出
する日を記入してく
ださい。

行動計画を策定した旨の届出を
する場合は「策定」に○を、既に届
出をした行動計画の変更の届出を
する場合は「変更」に○をつけてく
ださい。

届出を行う事業
主の氏名（記名押
印または自筆によ
る署名）または名
称、主たる事業、住
所、電話番号を記
入してください。
法人の場合は、

法人の名称、主た
る事業、主たる事
務所の所在地、代
表者の氏名（記名
押印または自筆に
よる署名）、主たる
事務所の電話番号
を記入してください。

この届出書を提
出する日または提
出前の１カ月以内
のいずれかの日の
「常時雇用する労
働者数」（１ページ
参照）を記入してく
ださい。
また、同様に、男

女別の労働者の数
及び有期契約労働
者の数を記入してく
ださい。

該当するものに○
をつけ、その日を記
入してください。

これから公表及
び周知を行う場合
は、公表方法及び
周知方法の予定を
記入してください。
また、「常時雇用
する労働者数」（１
ページ参照） が１０
０人以下の企業は、
外部への公表・労
働者への周知を
行っている場合の
み記載してください。
なお、 「常時雇用

する労働者数」が１
００人以下の企業
であっても、認定及
び特例認定を受け
る場合は、必ず、
外部への公表及び
労働者への周知を
行う必要がありま
す。

行動計画を外部
へ公表した日を記
入してください。
これから公表する

場合は、公表予定
日を記入してくださ
い。
なお、外部への

公表は、策定して
からおおむね３か
月以内に行うよう
にしてください。

該当するものに○
をつけてください。

認定または特例
認定を希望するか
どうかについて、該
当するものに○を
つけてください。
なお、ここで「無」に
○をつけた場合で
も、認定申請及び
特例認定申請がで
きなくなるわけでは
ありません。

この届出についての担当部局名と
担当者の氏名を記入してください。
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(1)行動計画の策定

企業の実情に応じ、労働者のニーズを踏まえた計画を策定してください。
行動計画を策定する際は、「モデル行動計画」や「両立支援のひろば」をご活用ください。
認定取得に向けた行動計画策定のご相談も雇用環境・均等室でお受けしています。
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行動計画の例行動計画の例 (2)公表と労働者への周知

この会社では、社内における仕事と子育ての両立支援
についての理解や認識が十分ではありませんでしたが、
行動計画を策定・実施し、認定を目指すことで、社内に
おける両立支援制度の浸透を図り、優秀な労働者の定着
や人材の確保につなげていきたいと考えています。

(3)行動計画の届出

女性の活躍・両立支援総合サイト

一般事業主行動計画の策定～届出

届出様式・モデル行動計画

山梨労働局ＨＰ
http://yamanashi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/

山梨労働局ＨＰからダウンロードできます。

バナーをクリック

①自社の両立支援の取組状況を診断できます。“両立診断”

②両立診断から一般事業主行動計画が簡単に作成できます。
③取組の参考になる事例を紹介しています。
④一般事業主行動計画を公表できます。 http://ryouritsu.mhlw.go.jp/

両立支援のひろば をご活用ください

行動計画を策定（又は変更）したら、行
動計画そのものを社外に公表し、労働者へ
周知を行ってください。

【行動計画の労働者への周知方法】
１ 事業所の見やすい場所への掲示
２ 労働者への配布
３ 電子メールでの送付、イントラネット

（企業内ネットワーク）への掲載　　など

【行動計画の公表方法】
1. インターネットの利用

自社のホームページや厚生労働省運営サイ
ト「女性の活躍・両立支援総合サイト」内
「両立支援のひろば」への掲載　　など
（http://ryouritsu.mhlw.go.jp/)

2. 日刊紙への掲載

行動計画を策定したことを山梨労働局
に届け出てください。

行動計画そのものを届け出る必要はなく、
「一般事業主行動計画策定届」（変更の場合
は「変更届」）のみ提出してください。


